
ビジネスの実例
女性役員起用の効果は否定のしようがありません。女性の意思決定への参加と財務実績との正の相関を示す実例
が続 と々増えています。マッキンゼー社の最近の調査によると、ジェンダーが多様な企業は各国の業界中央値より財務リ
ターンが15%ほど良くなる傾向が見られます。4 2012年にクレディ・スイスが世界の2,360社を調査した結果では、女性
役員を1人以上起用している企業の方が女性役員のいない企業より株価実績が（26%）上回っていました。5 

役員会におけるジェンダーの多様性――今日の環
境の中で、事業の繁栄や成長を求められる企業には
その必要性が高まっています。
今日、女性は世界の消費需要の70%を占め1、年間の消費
支出のうち約28兆ドルを握っています2。企業が繁栄し、成長
するには、その役員室にこの消費基盤の多様性を反映させる
必要があります。教育を受け、働く女性は増えているのに、その
意思決定への関与の度合いは低いままです。有能で競争力も
やる気もある眠れる女性の人材を活用することで、企業はその
顧客やステークホルダーをより良く理解できるようになり、役員室
の思考を多様化し、競争上の優位を確かなものにすることがで
きます。

企業に女性役員を
女性人材のキャリアパス構築

「世界の人口の半分を見落としている企業は世界の人材
の半分を見落とします。効果的に競争するには、私たちや
私たちのお客様が暮らし、働くこの世界の多様性を反映す
る必要があります」3

シェイラ・ペンローズ
ジョーンズ ラング ラサール取締役会会長Fo
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女性役員の現状
こうしたメリットにもかかわらず、女性役員の数はいまだに世界中で不足しています。

わずか 19%

世界中の企業の役員 に占める 
女性の比率8 

5% 未満

世界の大企業の CEOに占める 
女性の比率9 

わずか 13%
調査した企業のうち 

役員会の40～60%が女性で 
ジェンダーバランスのとれていたところ10 

女性リーダーを阻む障壁
世界中で、女性はいまだにトップの地位に選ばれるのを難しくする障壁に直面しています。

�	 ILO の報告書 『Women in Business and Management（ビジネスと経営における女性）』 は、女性リー
ダーを阻む障壁のトップ 3 に 「家族的責任」 「男女の固定観念」 「男性中心の企業文化」 を挙げています。
11 

�	 複数の調査で、 欧州の企業や専門職事務所の女性幹部の 3 分の 2 が女性の役割や能力に対する固定
観念や先入観を自分たちのキャリアアップを阻む最大の障壁として挙げています。 12

�	 アジアでは、 調査に回答した企業経営者の 30% が、 キャリア半ばまたは幹部レベルで退職した女性の多く、
もしくはほとんどが、 家庭の事情を理由に自主退職したと語っています。 13 

�	 湾岸協力会議（GCC）加盟国では、 調査回答者の 10 人に 1 人が女性リーダーに対する偏見を女性の
進出を阻む最大の障壁として選びました。 14

�	 日本では、 差別禁止法があるにもかかわらず、 出産後に復職を試みた女性の 43% しか復職できておらず、
女性の一生をフォローするキャリアパス欠如の主な原因として指摘されています。 15

�	 英国では、 金融部門で働く女性の年間平均税込給与額が同等の男性と比較して 55% 低くなっていま 
す。 16

女性役員のメリット
�	 財務実績の強化
�	 意思決定の質の向上
�	 消費者理解の増進
�	 企業ガバナンスの向上
�	 人材の確保と育成

カタリストの報告では、 Fortune 500 の企業の中では女性役
員が 3 名以上いる企業の方が女性役員の少ない企業より売上
利益率で 84%、 投下資本利益率で 60%、 株主資本利益
率で 46% と、 大幅に上回る実績を上げていることがわかってい
ます。 6 
女性に投資する価値を認める投資家が増えています。 CEO また
は役員の 25% 以上が女性の米国企業を組み入れたバークレイ
ズの女性リーダーシップ総利益インデックスは、 すでに S&P 500
のインデックスを 1% 上回っています。 7 女性役員の存在は良好
な財務実績と強く結びついています。 インクルーシブ（多様性を受け入れ）でジェンダーバランスのとれた役員会は協議
に多様な視点を取り込み、 顧客の好みをより良く理解し、デュー ・ ディリジェンスも怠ることがなく、 結果としてより良
い判断を下すことができます。
さらに、 女性のいる役員会は顧客満足度や企業の社会的責任など、 財務以外の業績評価指標にもより重点を置
く傾向にあり、 役員会の説明責任や権限もよく監視することができ、 企業のガバナンスを向上させます。 女性役員の
存在は企業の文化を強化し、多様性やインクルージョン（包摂）などの対外的なイメージも向上させ、 結果的に企業
があらゆるレベルで最高の人材を確保し、育てることを可能にします。
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女性管理職は特定の職域に集中する傾向
女性に管理を任せる職域を分離・制限する
こと、すなわち「ガラスの壁」も女性リーダーを阻
む壁になっています。ILOの調査では、ほとんど
の企業で女性管理職は人事、広報宣伝、
財務・総務などの特定の職域に偏り、事業
部門・営業、研究・製品管理、統括経営など
の職域は男性優位であることがわかっていま
す。17 

女性と男性が異なる職域に集中する企業の割合
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出典: ILO企業調査、2013年

このため、単に「ガラスの天井」だけでなく「ガラスの壁」も女性がトップに昇進するのを難しくしています。長年の固定観念
や男性中心の企業文化の蔓延が「ガラスの天井」を温存してきました。それに加えて、「ガラスの壁」現象で女性は経営
幹部に選ばれるために必要な多様で幅広い経験を十分に積むのが難しくなっています。

ガラスの天井とガラスの壁が女性の昇進の範囲を制限

女性が正面から組織のトップにまで上りつめるには、事業部門、営業、研究、製品開発、統括経営などの職域で
管理の経験を積むことが重要です（図の青い部分）。

しかし、女性は往々にして人事、広報宣伝、財務・総務といった職域に閉じ込められ、そのため、組織の階段をあ
る程度までしか上ることができません（図のオレンジの部分）。

出典: ILOイラスト: Celine Manillier
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大論争――役員の男女比を定めるべきか？
近年、女性役員のクォータ（法定比率）を設定するべきかどうかが広く議論されています。賛成派
は、役員会を多様化する流れを作るためにはクォータを設定することが不可欠だと主張していま
す。2015年3月、ドイツも遂に役員の男女比を設定することとし、欧州最大級の企業の一部に
対して2016年までに女性役員の比率を30%にすることを義務付けました。18 クォータは徐々に
意識を変え、次代の女性リーダーに先輩の姿や役割モデルを示すことによって、長期的にプラスの
効果をもたらすと期待されています。
その一方で、大きな批判や抵抗にもさらされています。2012年のある調査は、ノルウェーでクォータ
が設定されたことにより、女性役員の数は増えましたが、同時にその存在がノルウェーの企業にとって
はコスト面で大きな重荷になっていることを伝えています。さらに、この調査は役員クォータの導入
が男女賃金格差の縮小や他の管理職の女性の増加につながっていないことも伝えて
います。反対派はまた、比率を法律で定めることにより、役員に任命された女性が逆に 
「下駄をはかせてもらっている」ような印象を与え、かえって烙印を押してしまう可能性があ
ることも指摘しています。19

法律でクォータを定めないとしたら、企業が自主的に目標を設定し、女性役員の数
を増やす努力をすることになります。2011年の英国の「Daviesレポート」は強制的 
クォータの導入に反対の立場をとり、自主的目標を設定し、「役員の任命は事
業のニーズとスキルと能力に基づいて行うべき」と主張しています。20 この英国の
自主的努力の方針は2010年から女性役員の比率が23.5%に倍増すると
いうプラスの効果をもたらしました。21 他の成功例としては、2010年に女性役
員の数を増やす自主的クォータを設定したドイツ最大の電気通信事業者ドイ
ツ・テレコムの例があります。同社は2015年にグループの監査役員会の女性役員
の比率40%を達成しました。22 しかし、多くの企業は自主的努力をしながらも大きな
前進を達成できていません。たとえば、米国では企業が大変な努力をしているにもかか
わらず、女性役員数は17%までしか増えていません。23 自主的クォータが機能しない場合、時には、法定クォータを設定
される可能性があることが脅しとなって、企業が女性役員の数を増やすインセンティブになることもあります。
法定クォータか自主的クォータかの問題はまだ結論が出ていませんが、こうした議論自体が問題の認知度を高めている
ことは間違いありません。

企業にできることは何か？
女性役員の数を増やすには、女性の人材登用の筋道を明確に構築することが重要です。企業はその独自の環境とニ
ーズに応じたジェンダー多様化戦略を練ることにより、資格と能力のある女性を集め、維持することができます。最新の調
査では、職場や役員会のジェンダー多様化の主な推進力として、以下の要素が挙げられています。

トップの姿勢を明確にする
女 性 役 員の 増 加 に 向 け て 持 続 的で意 味 の あ る 変 化 を 起
こ すと き に は 、ト ップ リ ー ダー の 積 極 的な姿 勢が 重 要で す。 
マッキンゼー社が2013年に出版した『Lessons from the leading 
edge of gender diversity（ジェンダー多様性の最前線から見え
てきたもの）』には、多様性が進んだ企業では、CEOや経営陣が「ジェ
ンダーの多様性について足を運び、話し、走り、声をあげている」様子
が紹介されています。彼らの具体的な行動を伴う一貫した目に見え
る姿勢こそが、社内の他の管理者や人事部などのチームからも自社の
取組みに共鳴し、全力で取り組む姿勢を引き出す触媒作用をもたら
します。企業によっては、自社の文化を引き立たせるために「従業員努
力賞」のようなものを設けて表彰している場合もあります。職員、とりわ
け男性職員の意識を目覚めさせ、彼らを女性が直面している壁に対
して敏感にさせれば、男性の関与と協力を取り込み、より説得力のあ
るジェンダー多様性の事例を実現させることができるでしょう。
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ジェンダー多様性に対する上級幹部の積
極的な取組みは、単なる説明責任の域を
越えて女性役員の数の増加とその加速を
もたらします。24 

『When Women Thrive, 
Businesses Thrive（女性が活躍すれ

ばビジネスも成長する）』、2014年、Mercer
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ジェンダー・インテリジェントな行動を推進する
ジェンダー・インテリジェントな行動とは、社内にある個々のジェンダー障壁を分析し、的確な対策をとってそれを取り除くこ
とを指します。企業は、総合的な労働力分析ツールを利用して、効果的にジェンダー多様性に関するデータを収集・活
用し、雇用や賃金や昇進などの判断にジェンダー・インテリジェントな行動を奨励することができます。企業によっては、若
い女性の人材を集めるのが課題の企業もあれば、出産後の女性従業員の復職に問題がある企業も、女性のトップ昇
進に壁がある企業もあるでしょう。自社固有のニーズや環境を理解し、それに最適な方法をとることが重要です。女性の
人材の昇進ルートを強化し、女性をトップにまで昇進させるために、企業はまた、社内外の有能な女性のデータベースを
構築する必要性を認識しています。

紙ベースの日用品の世界的メーカーであるキンバリークラークは、 まず女性が 「ガラスの天井」 にぶつかっているところを
特定することから始めて、 多様化戦略を構築してきました。 分析でわかったのは、 女性が新入社員のレベルから 2 段
階上がり、 ディレクター職に昇進する前に、 立ち往生していたことです。 以来、 キンバリークラークは定期的に賃金平
等に関する報告書を作成し、女性をより高い地位に昇進させる努力を推進しました。 その結果、現在では女性がディ
レクター職の 30% 以上を占め 25、 役員会も 17% が女性で構成されています。 26 

透明性を奨励する
女性役員の増加に取り組んでいる企業は、 職場における職務 ・ 賃金 ・ 雇用 ・ 昇進 ・ 研修などの面で男女の機会
均等を積極的に推進しています。 男性にも女性にも、 責任や注目度や地位の多様性が同水準で、 自分を伸ばし、
次のポジションに備えることができる地位が与えられなければなりません。 男女の機会均等を推進する手段としては、 や
はり透明な報告を行うことが有効です。 Davies レポート 『Women on Boards（女性役員）』 は、 企業が取組
みの進捗を測定し、 女性役員の数を増やす一つの手段として、 さまざまなランクの多様性を一般に公表することを推
奨しています。 27 

多国籍ソフトウェア企業 SAP は女性のトップへの昇進を早めるために EDGE 認証の獲得に取り組んでいます。
EDGE 認証は企業が自社の方針や慣行を徹底的に評価し、 同一賃金、 採用と昇進、 指導者の養成、 研修 ・
育成、 柔軟な勤務形態、 企業文化において欠落しているところを特定することによって、 女性役員比率を改善する
ことを目指したインパクトのある解決策を実施することを助ける手段です。 EDGE 認証の助けを借りて、 SAP は 2017
年までに経営陣の女性比率を 25% にすることを目指しています。 28

柔軟な勤務形態を推進する 
女性のリーダーを確保するには、柔軟なワーク・ライフ慣行が鍵を握ります。コーポ
レート・エグゼクティブ・ボード（CEB）のコーポレート・リーダーシップ・カウンシルが行っ
た世界の労働市場調査では、女性リーダーの職場の柔軟性への満足度と現
在の職場にとどまる意思の間には相関関係があることがわかっています。29さら
に、CEBの報告書からは、あらゆるレベルで柔軟な勤務スケジュールを基本とする
ことが女性リーダーの比率を増やすには不可欠であることも読み取れます。企業
は母性や父性・育児のニーズも考慮に入れ、休職していた女性や男性が復職す
る昇進プログラムを作ることができます。詳しくはILO説明資料『職場における母
性、父性』『仕事と家庭』を参照してください。

型通りでなく、自主性と融通
が認められる個別の取決め
に、女性は何より心強いもの
を感じます。30 

『Cracking the Code 
（掟を破る）』、2014年 
30% Club、 KPMG 、 YSC
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昇進ができる環境を創る
組織の中で女性が昇進できる環境を創るには、 有能な女性従業員を
見い出し、 育て、 評価する制度が必要です。 成功するジェンダー多様
化の取組みには、 以下のような要素があります。
メンターとスポンサーをつける制度：　潜在能力の高い女性に、 その昇
進を早めるために、 経営幹部とペアを組み、 助言や指導を受け、 注目
を浴びる機会を提供します。 スポンサー（後ろ盾）は女性の出世を可能
にする最大の要素と見られており、 女性リーダーの昇進に大きな影響を
与えています。
訓練プログラム：　企業は将来の指導者を開発するプログラムに大きな
投資をしています。 しかし、 女性の参加者は少ないままです。 女性も平
等にチャンスをつかめるようにするには、 企業が女性も経営や技術の訓練
に参加できるようにして、 参加しない場合には、 その理由を確かめ、 必
要に応じて適応させるようにします。 対応を要するケースとしては、 参加の奨励が不十分な場合、 そのような訓練が女
性向けではないと考えられる場合、 または訓練のタイミングが家庭の用事と重なることへの配慮が欠けている場合、 など
があります。
ネットワーク作りの機会：　会社間あるいは社内のネットワーク作りの機会を提供するのは、 女性が上昇志向を加速
させるための自信や知識を身につける上で、 有効に作用する可能性があります。

女性の昇進を可能にする三大要素 

1

2

3

『Cracking the Code（掟を破
る）』、2014年
30% Club、KPMG、YSC

スポンサー（後ろ盾）

メンター（相談できる上役）

家族

英国のメンター ・コンサルティング社が実施している指導プログラムは、 女性のリーダー候補に業界トップの経営者
とペアを組ませ、 女性経営者への道を自分の力で切り開いていかせることを目指しています。 たとえば、 Beatriz 
Butsana-Sita は Lord Davies との 1 対 1での指導とコーチングのセッションを通して、 英国を拠点とする多国籍
電気通信サービス会社の BT グループで、 さもなければ不可能と思われる出世の階段を昇ることに成功しました。 32

気運を盛り上げる――障壁を取り除き、偏見を解消し、成長の機会を提供する――そして、女性リーダーたちの潜
在能力を引き出すのです。

女性のリーダーや経営者の実現は企業の成長や成功と一体のものです。 労働市場の進化とともに、 今日の女性は
高い教養とスキルを身につけ、 国の経済に果たす役割も膨らんでおり、 企業が引き出すことのできる才能や資源を豊
富に備えています。 企業は、 職場における女性の地位向上や役員会レベルのジェンダー ・パリティー指標の向上に重
要な役割を果たすことができるのです。

日本の銀行、 みずほフィナンシャルグループは女性のエンパワメント方針をわかりやすく 「4 つの R」（Recruit = 採用、
Raise = 登用、 Retain = 維持、 Relate = つながり）にまとめて表現する方針を採用しました。 同社はこの戦
略をさまざまなニーズを抱える女性を引き付け、 つなぎ留めるものに進化させています。 みずほの人事部ダイバーシティ
推進室の五十嵐伊津子室長はこう話しています。 「働く女性の考え方はいろいろです――ある人は何らかのかたちで
世の中とつながっていたいと思いながら、 同時に家庭に重きを置きますが、 別の人は男の人と同じように働きたいと思っ
ています」 そこで、みずほは従業員が選べるように、（i）世界中どこでも転勤する、（ii）特定の地域に限定する、（iii）一ヵ
所にとどまるという 3 つの主なキャリアパスを開発しました。 また、 会社を辞めずに配偶者とともに移動したい従業員へ
の支援メカニズムと家庭の事情で退職した従業員の再雇用システムも開発しました。 同社は女性の役員までの昇進
ルートの構築に取り組んでおり、 その努力の結果として、 2015 年に女性管理職の比率を 15% にする初期目標を
達成することが期待されています。 31
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ILO と女性のリーダーシップ
ILO は仕事の世界における男女平等の推進に取り組み、 企業の経営陣や幹部に女性が十分に登用され
ていない問題について多くの調査を行っています。 ILO のグローバルレポート 『Women in Business and 
Management: Gaining Momentum（ビジネスと経営における女性：気運を盛り上げる）』 は、 世界中
の最近の統計や情報に目を向け、 指導的地位に占める女性の比率をより公平なものにするための指針を示
しています。

4 つの主要な ILO ジェンダー平等条約
• �第 100 号－同一価値の労働についての男女労働者に対する同一報酬に関する条約、 1951 年
• �第 111 号－雇用及び職業についての差別待遇に関する条約、 1958 年
• �第 156 号－家族的責任を有する労働者の機会及び待遇の均等に関するに関する条約、 1981 年
• �第 183 号－母性保護条約、 2000 年
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